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「エネルギー基本計画」
風力・地熱の導入加速

再エネ利用促進（バイオマ
ス、水力、太陽光、再生可
能熱）
高効率石炭・LNG火力発電
の有効利用

水素社会実現への取り組
み加速

コジェネの推進、蓄電池の
導入促進
ディマンドリスポンスの活用

「第5期科学技術基本計画」

世界に先駆けた「超スマート
社会」の実現

Society５．０
エネルギーバリューチェーン

経済・社会的課題への対応

持続的な成長と地域社会の
自立的発展

エネルギーの安定的確保と
エネルギー利用の効率化

エネルギー基本計画と第5期科学技術基本計画



液体バイオ燃料製造の現状と課題
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ー 液体バイオ燃料の経済性分析 ー

液体バイオ燃料の重要性と有望性についての考察

液体バイオ燃料の実用化動向

液体バイオ燃料の経済性 ～モデルプラントの試算結果～

経済性に影響を与える要因の分析
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バイオマスの利用形態

バイオマス資源は、各種変換技術を用いることで、様々な利用形態をとることが可能。
液体燃料については、他の再エネでの代替が困難（電気自動車、燃料電池車を除く）
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バイオマ
ス資源

既存の熱供給価格との競争となる。

多くの量が得られるが、運搬が難しいため、消費地の近
くで発生させる必要がある。

需要側が、一般消費者か、熱供給事業者かによって、そ
の価値（価格）も異なるため、需要と供給をうまくマッチン
グさせる社会システムの構築が必要。

熱

既存電力価格との競争となる。

市場動向や設置場所の影響を受けにくいため、価格は
安定している（ただし、高価に取引されているわけでは
ない）。

得られるエネルギー量が熱よりも少なくなるため、熱の
価格によってすべて熱にした方が良い場合と、そうでな
い場合等に分かれる。

代替する化石燃料価格との競争となる。

価格が化石燃料価格の変化に大きな影響を受けるた
め、事業採算性は化石燃料価格によって大きく変動す
る。

そのため、電気や製品等に比べてオフテイクリスク（想定
していた収益が得られないリスク）が高い。

化成品代替の場合、化石燃料由来の製品との競争とな
る。

バイオマスならではの機能を有する製品であれば、化石
燃料に依らない価格が設定可能となる。

電気

燃料

製品

他
の
再
エ
ネ
で
代
替
可
能

他
の
再
エ
ネ
で
代
替
困
難
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バイオマス利用に係る社会ニーズの例

生産物 社会ニーズの例 備考

熱 － －

電気 【政府目標：長期エネルギー需給見通し(2015)】
2030年までに電力供給量の3.7～4.6%（394億kWh
～490億kWh）をバイオマス発電で供給

－

燃
料

ガソリン代替
（エタノール）

【導入義務：エネルギー供給構造高度化法】
2017年時点で年間50万kℓ（ガソリン消費の約1.2%
相当）のバイオエタノールを導入
【政府目標：エネルギー基本計画（2010）】
2020年時点でバイオ燃料をガソリン消費の3%以上
導入

日本のガソリン消費量：
1954PJ（燃料消費の約28%）

ディーゼル代替
（バイオディーゼル等）

－ 日本の軽油消費量：
1157PJ（燃料消費の約17%）

ジェット燃料代替
（藻類燃料等）

【国際目標：ICAO（国際民間航空機関）】
2050年時点で航空業界のCO2排出量半減
【産業界自主目標：IATA（国際航空運送協会）】
2009年から2020年の間に、平均年1.5%の燃料効
率改善を行う
2020年までに航空業界の実質CO2排出量の上限を
設定し、炭素中立成長を実現する（CNG2020）

日本のジェット燃料消費量：
137PJ（燃料消費の約2%）

新燃料 －

製
品

化成品代替 －

新機能製品 －

5

ガソリン, 
5,645万kl
(1,954PJ)

ナフサ,
4,317万kl
(1,494PJ)ジェット燃料, 

396万kl
(137PJ)

灯油, 
1,899万kl

(657PJ)

軽油, 
3,344万kl
(1,157PJ)

重油, 
4,150万kl
(1,436PJ)

総消費量
（熱量ベース）

6,836PJ

28%

22%
2%

10%

17%

21%

：主に輸送用燃料として利用
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バイオマス資源の種類

バイオマス資源は、食料や製品として人類の生産活動の中で既に活用されており、その資源量は、
①木材系バイオマス及び②食料系バイオマスでほぼ網羅される。
① 木材系バイオマス：森林の樹木を起源としたバイオマス資源で、建築材や家具、紙等に加工され消費され、廃

棄される。

② 食料系バイオマス：耕作地、牧草地、水圏などで発生した生物を起源とするバイオマス資源で、食料等として
消費され、廃棄される。

上記バイオマス系の中で、食料や製品として利用されていないバイオマス資源が、エネルギー利用
可能なバイオマス資源ポテンシャルとなる。バイオマス資源ポテンシャルとしては、廃棄物系バイオ
マス資源、残渣系バイオマス資源、エネルギー目的生産用バイオマス資源がある。

6未利用耕地

未利用森林

林地残材・間伐材 製材残渣

黒液

家畜糞尿

作物収穫残渣 生ごみ

生ごみ
下水

廃材

木
材
系

食
料
系

出典：NEDO技術戦略研究センター作成（2015）

：利用可能なバイオマス資源
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世界のバイオマス資源量（木材系バイオマス） 2000年

木材系バイオマスの利用可能量（ 合計）は一次エネルギー供給量の約9%（34EJ）
まだ利用されていない森林のバイオマス賦存量（毎年の成長量371EJ）は世界の一次エネルギー供
給量（377EJ）にほぼ匹敵する（化石燃料が枯渇後はバイオマスが主要な資源となる）
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森林

材木用
森林
２８（7.4）

材木
１７（4.5）

製材残渣
５（1.3）

材木伐採
時残渣
１１（2.9）

木材パルプ
５（1.3）

製材品生産
６（1.6）

ボード生産
１（0.3）

製材品ストック
６（1.6）

製材品スクラップ
７（1.9）

ボードストック
１（0.3）

紙生産
３（0.8）

紙スクラップ
５（1.3）

黒液
３（0.8）

紙ストック
５（1.3）

燃やされている
エネルギー
３（0.8）

紙リサイクル
２（0.5）

材木用以外
の森林
３９６
（105）

（世界の一次エネルギー供給量 ３７７EJ（100%）(2000年)）

薪・炭伐採時残渣
５（1.3）

薪・炭
２０（5.3）

未利用森林
バイオマス賦存量

３７１（98.4）

（数値 : エネルギー量 単位EJ、（総供給量に占める%））

出典：山本博巳『バイオマス資源』エネルギーフォーラム社, 2012年
山地憲治, 山本博巳, 藤野純一『バイオエネルギー』河出書房, 2000年のデー
タをもとにNEDO技術戦略研究センターが作成

枠: 何らかの形で利用されているバイオマス資源
: 利用可能なバイオマス資源
: 未利用森林のバイオマス資源
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世界のバイオマス資源量（食料系バイオマス） 2000年

食料系バイオマスの利用可能量（ 合計）は一次エネルギー供給量の約24%（86EJ）

88

食料バイオマス資源

耕地
１０９
（28.9）

作物生産
３８（10.1）
穀物２３
根茎作物２
サトウキビ６
その他７

作物生産残渣
５１（13.5）
穀物残渣３２

サトウキビ残渣１１
バガス３
その他５

牧草地３１（8.2）

動物性食料
４（1.1）

植物性食料生産に伴い
発生する残渣８（2.1）

作物飼料８（2.1）

牧草３１（8.2）

植物性食料
２２（5.8）

家畜糞
１４（3.7）

人糞（下水）
５（1.3）肉

４（1.1）

（世界の一次エネルギー供給量 ３７７EJ（100%）(2000年)）

エネルギー作物
（エネルギー用サトウキビ、

トウモロコシなど）

３（0.8）

余剰耕地
１７（4.5）

水圏０（0.1）

飼料４０
（10.6）

生ゴミ
５（1.3）

（数値 : エネルギー量 単位EJ、（総供給量に占める%））

枠: 何らかの形で利用されている
バイオマス資源

: 利用可能なバイオマス資源
: 未利用耕地のバイオマス資源

人
間
生
活

畜
産

出典：山本博巳『バイオマス資源』エネルギーフォーラム社, 
2012年
山地憲治, 山本博巳, 藤野純一『バイオエネルギー』河出
書房, 2000年のデータをもとにNEDO技術戦略研究セン
ターが作成

藻類
６（1.6）

（ジェット燃料消費量3.3億kℓの約50%に混
合した場合を仮定。想定必要面積4.4万㎢）
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国内外のバイオ燃料（エタノール）製造プラント

国内に存在する第2世代（非可食性）バイオエタノール製造プラント（1000ｋＬ/年以上）は現在5件。
ブラジル、米国等のエタノール製造プラントの規模は数万ｋＬ/年であるのに対し、国内プラントは数千から1万kℓ程
度であり、規模の経済の影響等から、製造コストが高くなっており、国内では優位性はない。
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国 事業主体 原料 施設能力 製造コスト

日本 北海道バイオエタノール株式会社（北海道）
余剰てん菜、規格外
小麦

1.5万ｋＬ/年 204円/Ｌ

日本 オエノンホールディングス株式会社（北海道） 非食用米 1.5万ｋＬ/年 196円/Ｌ

日本 ＪＡ農協新潟（新潟） 非食用米 1,000ｋＬ/年 654円/Ｌ

日本 株式会社ＤＩＮＳ堺（大阪） 廃材（セルロース系） 1,400ｋＬ/年 情報なし

日本 日本アルコール産業株式会社（鹿児島） 糖蜜 1,000ｋＬ/年 情報なし

米国 “Indian River BioEnergy Center” Project 農業・木材廃棄物 3万ｋL/年 収益を出している

米国 “Liberty”工場 農業廃棄物 7.6万ｋL/年 稼働中

出典：バイオ燃料生産拠点確立事業検証委員会報告書（農林水産省, 2014）
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コスト試算の手法

木質バイオマスを原料とした糖化エタノール発酵プロセスを想定し、簡易的なフロー図を作成。
作成したフロー図を基に、機器費の積み上げ及び運用にかかる電気・熱等を算出。
これらの出費を得られたエタノール量で割り、L当たりのコストを算出した（現時点ではきわめて簡易
的な手法を用いて算出）。
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熱

粉砕機
水熱処

理機
混合器 湿式ディスクミル フィルタープレス

糖化タンク

水

固形残渣

（リグニン）

※ボイラーで熱回収

種酵母

培養

発酵タンク

糖化酵素

モレシー

フィルター

無水

エタノール

蒸留

カラム
水

熱
蒸留残渣

原料

：ポンプ

：熱交換機

：攪拌機

前処理

糖化発酵 蒸留
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まとめ

エタノール価格に大きく影響する要因には、スケールメリット、原材
料費、事業年数及び収率などが存在。

大きくコストを下げていくには、海外に出ていくことで大規模化する
こと、また、原材料費を極限まで安くすることが必要。

各種の事業リスク（オフテイクリスク等）を低減させることで、想定事
業年数を伸ばすことができれば、エタノール価格の低減に寄与す
る可能性もある。

事業を安定化させるには、技術開発による一層のコスト低減（一定
程度の収入の幅）も必要。ただし、性能向上と初期コストアップのト
レードオフや、他のプロセスとの関係も加味し、全体でコスト低減に
つながるかどうかをアセスメントすることが重要。
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エネルギー関連技術の重要な分野（まとめの俯瞰図）

生産 輸送・貯蔵 利用

水素：

電気：
太陽光 電力貯蔵

熱：

地熱

CCS（二酸化炭素回収
貯留）付き石炭火力

超電導

車載用蓄電池

超分散エネルギーシステ
ム（スマートコミュニティ）
対応ディマンドリスポンス
（電力消費の需要応答）

バイオ燃料

輸送用燃料

次世代パワエレ

二次エネルギー

日本企業等の競争力、エネルギー政策上の重要性、市場規模、技術
開発の余地等から検討


